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１．問題の所在
不変価格表示の輸出入差額としての実質輸出入差額について，輸出，輸入の数量の推移によって
は，当期価格表示の輸出輸入差額と不変価格表示のそれとの符号が逆になる可能性があることは，
早くから認識されていた。たとえば，１９８０年の当期価格表示の「財・サービスの純輸出」は，－２兆
２１９２億円であったが，不変価格表示の「財・サービスの純輸出」（１９９５年価格）は，４兆５０２７億円
であった。
輸出 X と輸入M を別々にデフレートするのでなく，輸出入差額（X－M）を単一のデフレータ
ーによって実質化すれば，このようなことはない。だからといって，そうすることを無条件に推奨
することはできない。あくまで，ダブルデフレーションによる付加価値の実質値と両立する生産物
の実質値を構成するためには，他の方法で構成された輸出入差額実質値を採用する余地はない。そ
のことを確認したうえで，生産物でなく所得の測度を得ようとする場合，不変価格表示の輸出入差
額が問題をもたらしうることを容易に示すことができる。
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簡単な生産勘定を考えよう。描写しようとする経済は，完全雇用であり，中間生産物の輸入はな
いことを仮定する。自国（添字１であらわす）は，第１財だけを生産し，外国（添字２であらわす）
から第２財を最終財（輸入消費財と輸入投資財）として輸入する。輸入は，国内需要（内需）DA
＝C＋I の一部でもある。C も I も，国内生産部分（添字 d で示す）と輸入部分（添字 m で示す）
にわけてある。第１財，第２財の当初の価格を１とする。経済の実物的な営みは変化せずに，第１
財価格は，p１に，第２財価格は，p２に変化したとしよう。右辺では，（価格が何であれ）常に輸入が
相殺されることに注意する。
p２が下落すると，経常収支は良化する。p２の下落あるいは交易条件（p１/p２）の改善により得られ
た，より大きな購買力がある。ところが生産物の実質値は Y＝GDPの構成項目の各々を固有のデ
フレーターで実質化した
～ ～ ～ ～ ～
Y＝C＋I＋X－M （１）
である。上の考察は，実質 GDPあるいは不変価格表示の GDPは，「実質所得」の測度としては不
十分なものであることを示唆している。
では，どうすればよいだろうか。言い換えれば，輸出によって受けとった金額と輸入に対して支
払った金額との差額であり，海外に対する債権として蓄積された金額としての輸出入差額がもつ購
買力の実質値を適切にあらわす尺度は何か。R.C.ギアリーと R.W.バージは，（多少単純化して表現
すれば）輸出が輸入より大きい場合，デフレーターとして輸出価格を選び，逆に輸入が輸出より大
きい場合は，デフレーターとして輸入価格を選ぶことを提案した（１９５７年）。この提案においては
～ ～
p１X－p２M
p （２）
において，前者のケースでは，p＝p１，後者のケースでは，p＝p２を選ぶことになる。生産物として
の実質値との差額
～ ～
～ ～
p１X－p２M
p －（X－M） （３）
は，「交易条件効果」（terms of trade effects）と呼ばれた。以下，TT の記号であらわすことにしよ
う。この「ギアリー法」あるいは（別の方法をこの名前で呼ぶこともあるので）「バージ＝ギアリ
ー法」においては，
～ ～ ～
p１X＞p２M のとき，TT＝M１－
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という定式化が与えられたことになる。明らかに，交易条件（p１/p２）＞１のとき，TT＞０，交易条
件＜１のとき，TT＜０である。（ここで，基準年の交易条件と比較して，TT の正負が言及されて
いることに注意する。）
ところが，公式統計としての SNAに交易条件効果，そして実質所得の概念が導入されたのは，
最近のこと（９３SNA において）である。なぜか。固有のデフレーターによらない実質化は，デフ
レ一夕一に恣意性を持ち込む。そのことが公式統計にそぐわないとみなされたからである（６８SNA
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等の立場）。公式統計における実質化の範囲は，価格要素と数量要素とに分解可能なフロー（「商品
フロー」と呼ばれることがある）とそうしたフローから構成されるフローに限定され，そうでない，
「ノミナル」な（非商品）フローに関するデフレーターの選択は，ユーザーの分析目的に応じて行
なわれればよいと考えられたわけである。
しかし，実質所得の構築という問題に関していえば，ユーザーが問題の所在そのものを認識して
いない可能性すらある。９３SNA（第１６章）から引用しよう。「勘定統計のすべてのユーザーが自分
の必要に最も適した実質所得を計算するための機会（opportunity），そうしたいと思う気持ち・意
向（inclination），そうすることができるだけの専門知識（expertise）を持っているとは限らない」
（９３SNA，para．１６．１５０）。
９３SNAは，上のような判断のもとに実質所得概念を導入したわけだが，具体的な実質所得概念
の定義とそれに伴う交易条件効果の定義に関して，９３SNAは，一定の自由度を許容した。
実際，上に述べたバージ＝ギアリー法以外にも，１９４０年代から１９７０年代初頭にかけて交易条件効
果の測定に関してさまざまな方法が提案されてきた。たとえば，ニコルソンは，一貫して輸入デフ
レーターを用いる方法を提案した（Nicholson［１９６０］）。この方法は，英国青書その他の一部の公
式統計に使われた実績もある方法である。しかし，バージ＝ギアリ一法では，自国の「交易利得」
は，外国の「交易損失」（逆は逆）であるが，「ニコルソン法」では，この，交易条件効果について
の「ゼロ和条件」が満たされない。
次節では，交易条件効果の測定に関するＧ.ステューベルの考察を取り上げ，議論の出発点にす
ることにしよう。
２．枠組みの設定
下の６ つの式からなる単純化された勘定モデルを考察しよう。
GDP＋M＝C＋I＋X （４）
C＋S＝GDP＋N （５）
I＋Z＝S （６）
X＋GDP ＊＝C ＊＋I ＊＋M （７）
N＋C ＊＋S ＊＝GDP ＊ （８）
I ＊＝Z＋S ＊ （９）
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表１ 簡単な勘定モデル
C I X
GDP N
S
M C＊ I＊
GDP＊
Z S＊
前の３つの式が自国の生産，処分，蓄積の３勘定をあわらし，後の３つの式が海外の対応する３つ
の勘定をあらわしている。使用された記号のなかで，C，I，X，M，S および GDP は自明であろ
う。N は，（分配）要素所得と移転の（自国から見た）純受取。Z は，純貸出（海外に対する債権
の純増）である。上に同体系を行列表示してある。
一貫した「粗」（グロス）表示が採用されていることがこのモデルのひとつの特徴である。I だ
けでなく，S も粗表示されている。以下では，Y と GDP とを記号として区別し，Y＝GDP＋N（グ
ロスの国民可処分所得）と定義しよう。
国際経済学の慣行にしたがい，海外の変数には，アステリスク（＊）を付した。もちろん，X＝
M ＊，M＝X ＊，N＝－N ＊，Z＝－Z ＊である。
この体系に対する，最も簡単な実質化の方法は，なんらかのデフレーターによる一律デフレー
ションであろう。ただし，その場合，自国，外国に同一のデフレーターを適用していることになる
ことに注意する必要がある。
GDP＋M＝C＋I＋X （１０）
C＋S＝GDP＋N （１１）
I＋Z＝S （１２）
X＋GDP ＊＝C ＊＋I ＊＋M （１３）
N＋C ＊＋S ＊＝GDP ＊ （１４）
I ＊＝Z＋S ＊ （１５）
自国に注意を集中するために，あとの３つの勘定を「連結」する。すなわち，３つの式をたしあ
わせ，左右両辺にあらわれる項目を相殺することにしよう。すなわち，次式を得る。
X＋N＝M＋Z （１６）
一方，第（４）式（生産勘定）は，価格要素と数量要素とに分解可能なフローと GDPのみからなる
から，次のような，不変価格表示という意味での実質化が可能である。
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～ ～ ～ ～～GDP＋M＝C＋I＋X （１７）
GDP，M，C，I，X の各フローについて，一律デフレーター（p）による実質値と固有のデフレ
ーターによる実質値との差を ΔGDP 等としてあらわすことにする。たとえば，
ΔGDP＝GDP－～GDP
等とすると，明らかに以下の関係が成り立つ。
ΔGDP＝～GDP＋ΔC＋ΔI＋ΔX－ΔM （１８）
この式を使って，現在，ステューベル法として知られている交易条件効果の測定法を導入するこ
とができる。ステューベル法は，上式で ΔC＋ΔI＝０とすることによって得られる方法であると定
式化しておく。明らかに，ΔC I＋ΔI＝０とする一律デフレーターは，「国内需要」（「内需」）DA を
不変価格表示するデフレーター（内需デフレーター）である。そのとき，
～ ～
GDP＝～GDP＋ΔX－ΔM，ΔX－ΔM＝X－Mp －（X－M） （１９）
したがって，この場合，内需デフレーター pDA（p＝pDA）を使って，交易条件効果（TT）
～ ～
TT＝X－Mp －（X－M） （２０）
が測定されていることになる。すなわち，
～ ～GDP
pDA ＝
～GDP＋TT，TT＝X－MpDA －（X－M） （２１）
この方法では，pX＞pDA＞pMであるとき，TT＞０，pX＜pDA＜pMであるとき，TT＜０である。ここ
で，pXは，輸出価格，pMは，輸入価格である。内需デフレーターが輸出価格と輸入価格との中間
にない場合，交易条件効果の符号は不明になる。また，ゼロ和条件が満たされないことも交易条件
効果の測定法としては問題となりうるが，ステューベルが勘定枠組みのなかで問題を適切に考察し
たことは評価されてよい。公式統計の範囲を限定する６８SNAや『不変価格表示の国民勘定マニュ
アル』（United Nations［１９７９］）の立場は理解できるにしても，モデル構築の背後にある勘定構造
を明確にすることは国民経済計算の役割であろう。
本節の最後にそうした実質値勘定の代替的枠組みを示しておこう。ステューベル（Stuvel［１９５９］）
の方法とギアリー（Geary［１９６１］）の方法である。
ステューベルの実質値勘定体系は説明済みのものであるが，あらためて，行列表示しておく。表
２中，バー付き変数は一律デフレーターを用いた実質値であり，ティルド付き変数は，固有デフレ
ーターによる実質値である。Δを付した変数は，両者の差である。たとえば，ΔX－ΔM＝TT。す
でに見たように，DAデフレーターを一律デフレーターとすれば，ΔGDP＝TT。
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表２ :ステューベルの実質勘定体系の表示
～
C
～
I
～ ～
X－M
ΔC ΔI ΔX－ΔM
～GDP ΔGDP N
Y
S
Z
表３ :ギアリーの実質値勘定体系の表示
～
C
～
I
～ ～
X－M
TT
～GDP
Y＾
S＾
Z＾
ステューベル法について若干の注釈を行なっておこう。実は，ステューベルの原文献（Stuvel［１９５９］）
では，国内需要デフレーターに限らず，GDPデフレ一夕一等をも含む一般デフレーターの利用が
提唱されていた。内需デフレーターの優れた性質（ΔC＋ΔI＝０）への着目は，後（たとえば Stuvel
［１９８６］）のことである。ステューベルの主たるメッセージは，所得をデフレートする場合，所得の
１円はどの源泉から得られても１円であることに変わりはない（経常収支が他の収入とは別に管理
されるわけではない）ということであろう。輸入物価の下落を相殺するほど非貿易財価格が上がっ
てしまったら，実質所得上のゲインはないことになるだろう。そのような意味での所得デフレータ
ーの選択を交易条件効果の測定に結びつけることには，本来困難があるのである。
ギアリーの実質値勘定体系は，表３として行列表示してある。表中，ハット付き変数は，ギアリ
ー体系の実質値である。たとえば，バージ＝ギアリー法あるいはその他の方法で体系の TT が決め
られると，その他の実質値Y＾，S＾，Z＾ を確定することができる。ステューベルの体系と比べて N が
無視されている。TT と同じマス目にハット付きの N を入れると，表面的には，４つの方程式に
４つの未知数があるようにみえるが，係数行列式の値が０になってしまう。１）
３．交易条件効果の代替的測定方法とステューベル法の展開
前節までに，交易条件効果が第（２０）式，再掲すると，
１）Broderick［１９６７］。
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～ ～
TT＝X－Mp －（X－M） （２０a）
によって定式化されるべきものであること，さらにその測定において，「ニュメレール・デフレー
ター」p の選択が決定的に重要であることを見た。
交易条件効果の測定法をめぐって，別言すれば，ニュメレール・デフレーターの選択をめぐって，
さまざまな方法が提案されてきた。９３SNA１６．１５４段では，選択しうるニュメレール・デフレータ
ーを３つのクラスに大別している。それは，
１．輸入物価指数あるいは輸出物価指数，または，経常収支の符号に応じていずれかを選択すること
２．輸入物価指数と輸出物価指数との種々の平均を用いること
３．国内需要デフレーターや消費者物価指数などの外国貿易から導き出されたのでない一般物価指
数を用いること
の３つである。
前節までに言及した a）バージ＝ギアリ一法と b）ニコルソン法は，１であり，c）ステューベル
法は，３である。２に属する方法として，９３SNA（para.１６．１５５）で d）ギアリ一法として言及さ
れている方法がある。この方法は，ニュメレール・デフレーター p として，輸出物価，輸入物価
の単純算術平均をとるものであり，ギアリーの１９６１年の論文（Geary［１９６１］）の「交易利得をめ
ぐる脚注」中で示された方法である。
さらに，やはり２に属する e）倉林＝クルビス法が重要である。倉林＝クルビス法は，１９７０年前
後に，Kurabayashi［１９７１］および Courbis［１９６９］によって一見異なる定式化のもとに提案され
た方法である。
倉林＝クルビス法では，p として輸出価格，輸入価格の平均をとるという d）の方法が発展され
ている。具体的には，ニュメレール・デフレーターとして両者の加重調和平均が採用されている。
pKC＝X＋M～ ～
X＋M
＝ １X
X＋M・
１
pX＋
M
X＋M・
１
pM
（２２）
倉林＝クルビス法におけるニュメレール・デフレーターは，外国貿易価格指数として適切な経済
的意味づけが与えられるほか，ゼロ和条件や交易条件との対応性（交易条件＞１のとき，TT＞０
であり交易条件＜１のとき，TT＜０であること）を満たす。さらに，倉林＝クルビス法のもとで
は，ΔX＝－ΔM であるから，交易条件効果を輸出，輸入に均等に配分することができる唯一のニュ
メレール・デフレーターの選択方法でもある。
本節の最後に，ステューベルの１９５９年の方法のその後の展開については述べておこう。ステュ
ーベル法は，所得の実質化に一般デフレーター（内需デフレーター）を利用する点では適切なもの
であるが，交易条件効果の測定に同じニュメレール・デフレーターを用いることは，概念的に無理
があった。この点は，すでに見た。
そこで，ステューベルは，１９８６年の教科書の中で，一般デフレーターの選択と対外収支デフレ
ーターの選択とが独立であることを強調するとともに，一般デフレーターとして内需デフレーター，
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交易条件効果の測定には，倉林＝クルビス法を選択することを提案している。２）
第２節で議論したステューベルの実質勘定体系の第２勘定を見てみよう。この勘定は，価格構造
効果勘定と呼ばれる。
ΔGDP＝ΔC＋ΔI＋ΔX－ΔM （２３）
一律デフレーターによる実質化を輸出入バランスについて適用することおよび価格構造効果（Δ
付きの変数）を一律デフレーターによる実質値と不変価格表示値との差として構成することを断念
し，ΔX－ΔM を２つの部分に分割する。すなわち，
ΔX－ΔM＝



X－M
pDA －
X－M
pKC



＋TT KC （２４）
右辺第１項は，対外収支に関する価格構造効果と呼ばれる。国内需要に含まれる財・サービス全体
と外国貿易に晒される財・サービスとの価格差を反映するものである。前者には，多くの非貿易財
が含まれるはずであり，この項は，「内外価格差」の実態を反映するものであると考えられる。実
質可処分所得については，次の式が用いられることになる。
Y＝～GDP＋



X－M
pDA －
X－M
pKC



＋TT KC＋ NpDA （２５）
４．わが国の９３SNA 実施における方法の選択.
わが国の政策当局によって，交易条件効果が景気動向の分析や予測に重要な影響をもつ要因ない
し変数として確実に認識されたのは，おそらく，昭和５６年度『経済白書』においてであっただろう。
そこでは，「交易条件効果」という名称こそ現われていないが，明らかにステューベル法によって
測定された交易条件効果が分析され，第２次石油危機時の大幅な交易条件の悪化のさいに，労働分
配率が安定していたこと（したがって，実質所得の低下が営業余剰にしわ寄せされるかたちとなる
ことがなく）そのことが設備投資の堅調を維持する要因となったことが当時の日本経済の良好なパ
フォーマンスを支える大きな要因であったと結論づけている。３）
一方，わが国の公式統計で交易条件効果が導入されたのは，２０００年秋の国民勘定統計の「９３SNA
移行」においてであった。そのさい，９３SNA１６．１５５段における勧告が参照された。
すなわち，９３SNA１６．１５５段では，（a）交易利得・交易損失（本稿における交易条件効果）の導入
は，体系の不可欠部分を構成すると規定している。しかし，同時に，（b）ニュメレール・デフレ
ーターの具体的選択に関しては，９３SNA は，厳密な勧告を避け，それを各国に委ねていることに
も注意しなければならない。さらに，（c）適切なデフレーターの選択について，各国の統計作成当
２）Stuvel［１９８６、邦訳、p.４９４］を見よ。
３）昭和５０年代はじめにはすでに，交易条件の大幅な悪化が経済に及ぼす影響が『経済白書』の執筆者たちによっ
て意識されてはいた。実際，昭和５３年度の『経済白書』では，４８年１０～１２月期から５２年まで日本の交易条件が２５％
悪化したことを受け，「交易条件悪化以前と比べ国内の支出増加に当てうる資源量は圧縮されざるを得なかった」
（第３章第３節）と述べている。しかし，必ずしも，交易条件の変化と実質所得との関係が十分に分析されていた
とはいえない。
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表４ : ２０００年の実質国民可処分所得の表章
項目 （単位）１０億円
１．実質国内総生産
２．交易利得 －５，９４８．８
３．実質国内総所得 ５２８，１９９．４
４．海外からの所得純受取（実質） ６，６１１．９
海外からの所得受取（実質） １１，９１３．１
海外に対する所得の支払（実質） ５，３０１．２
５．実質国民総所得 ５３４，８１１．３
６．海外からの経常移転純受取（実質） －８８６．９
海外からの経常移転受取（実質） １，４６４．８
海外に対する経常移転の支払（実質） ２，３５１．７
７．実質国民総可処分所得（不突合を含む） ５３３，９２４．４
８．（控除）統計上の不突合（実質） ２０２．０
９．実質国民総可処分所得（不突合を含まず） ５３３，７２２．４
出所：『国民経済計算年報』平成１４年版
局が不確かな場合には，輸入物価と輸出物価の何らかの平均，とくに両者の単純算術平均（「ギア
リ一法」）をニュメレール・デフレーターとすることが勧告されている。
９３SNA 移行後の『国民経済計算年報』（平成１３年版以降）では，参考表（参考表５）として，「実
質国民可処分所得」の表が付け加えられている。平成１３年版の場合，１９９０年（暦年）から１９９９年（暦
年）までの１０年間に限られたものであったが，実質利得の推計結果が示された。そのさい，交易条
件効果の測定には倉林＝クルビス法（第（２２）式）が採用されたが，海外からの所得や移転の受取・
支払は内需デフレ一夕一によってデフレートすることとされた。
一見すると，前節に示したステューペルの方法（１９８６年）の線に沿ったものであるようにも見え
るが，対外収支価格構造効果が計測されていない。したがって，実質国内総所得を計測するのに用
いた（ことになる）デフレーターと海外からの／海外への所得・移転の受取／支払に用いたデフレ
ーターとが一致しないという欠陥をもつ。
といっても，この方法は，９３ SNA１６．１５７段および１５８段で示された方法そのものであり，今回
の SNA改訂過程では，「成分法」（component method）という名前で呼ばれた方法である。２０００年
についての数字を表４として掲げる（基準年は，１９９５暦年）。４）
同じ『国民経済計算年報』のデータから，ステューベルの示した線に沿って実質国民可処分所得
の代替的表章を行なうこともできる。２０００暦年の名目輸出入差額は，５５，６３２．４－４９，４３６．６＝６，１９５．８，
不変価格表示の輸出入差額は，５９，６３２．３－４６，１７８．５＝１３，４５３．８であることが『国民経済計算年報』
の諸表から知られるから，倉林＝クルビス法のニュメレール・デフレーターの値は，１０５，０６９．０/
１０５８１０．８＝０．９９３，一方，国内需要デフレーターは，やはり『年報』から０．９７２。よって対外収支価
格構造効果は，次のように計算できる。
４）倉林［１９８９］。
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X－M
pDA －
X－M
pKC ＝
６，１９５．８
０．９７２
－６，１９５．８
０．９９３
＝１３４．８
９３ SNA１６．１５９段は，対外収支価格構造効果を含まないかたちで，すなわち，オリジナルなかた
ちでのステューベル法に基づく表章を代替案として提示している。SNA改訂過程の議論では，名
目所得を内需デフレーターというエクスプリシットなデフレーターによって実質化するので，「ワ
ン・ライン法」という呼称をもっていた方法でもある。両者の比較が１６．１６１段で行なわれている。
引用しておこう。「このもう一つのフレームワークは，各種の実質所得項目がすべてただ一つのニュ
メレール，すなわち，国内純最終支出を構成する財貨のセットを参照して測定されているという利
点をもっている。したがって，そのデフレーターがエクスプリシットであるので，実質国民純可処
分所得の意味を把握することがより容易となる。この第二のフレームワークは国内純最終支出デフ
レーターを一般的デフレーター p として用いることによって交易利得あるいは損失を測定してい
るのであるが，一方では，p は常に外国貿易に向けられるフローに基づくものであるべきであると
いう議論もあり得る。たとえば，第二の方法には，交易条件に正の変化があった場合に交易利得が
負になる，あるいは，逆に，交易条件に負の変化があった場合に交易利得が正になる，という可能
性があり，これは重大な欠点であると考えられる。したがって，結局のところ，最初に掲げたフレ
ームワークが選ばれるべきである」。
しかし，同じ段で，実質所得の測定においては，体系のいっそう柔軟な適用が求められているこ
とも重要である。対外収支価格構造効果の導入により，ここで述べられているようなステューベル
法の欠陥は解消されていると考えることができるであろう。そうであるならば，ギアリーの実質値
勘定体系（表３）の欠陥のほうが問題とされてもおかしくない。ギアリー体系では，たとえば，貯
蓄デフレーターは受動的に選択されているのだから，たとえば，所得デフレーターと貯蓄デフレー
ターとの間に成立する関係を合理的に説明することは難しいだろう。また，原理的には，なんらか
のルールに基づいて TT を最初に計算するのではなく，たとえば，貯蓄デフレーターを最初に決め
て間接的に TT を（一義的に）決定することもできる。交易条件効果を測定することが他のデフレ
ーターを測定することよりも優先されるべき理由は乏しい。
５．交易条件効果と購買力平価
ここまで，自国のみに注意を集中してきた。しかし，国内・海外を対称的に取り扱うことが試み
られるべきであろう。
第２節冒頭において枠組みを設定したが，アステリスク付きの変数を海外部門の連結勘定を作る
ことによって，考察の対象から外してしまった。ここでは，２国モデル（自国・外国）を念頭に置
きながら，外国を含む体系を考察することにしよう。
そのさい，冒頭の勘定枠組み（表１）において右下の３×３の部分がどのような貨幣単位で表章
されていたのかということを問題にしなければならない。さしあたって，それは為替レート換算さ
れた共通貨幣単位で表示されていると見るべきであろう。この右下領域のデータは，以下でも為替
レート換算済み（たとえば，ドル表示）であるものとして議論するが，この部分では，非居住者同
士の取引が記録されているのだから，たとえば，ひとびとは，円で取り引きしているのに為替レー
トによってドルに換算して表現していることになる。しかし，この換算方法では，外国国内におい
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て貨幣（たとえば，円）のもつ購買力が適切に反映されていない。
われわれは，実質値勘定の意味を拡大しなければならない。それは，基準年から当年に到る両国
の物価の変動を考慮するとともに，両国の貨幣の購買力を適切に反映した「購買力平価」によって，
両国のフローを比較可能な方法で表示するものでなければならない。
購買力平価を計測するためのプロジェクトが実施されていて，両国の内需部分について価格・数
量情報が（基準年・比較年について）入手可能であることを仮定する。それぞれを「価格行列」「数
量行列」と呼んでおく。価格行列には，４つの列があり，前の２つの列では，自国の財・サービス
カテゴリー別価格データが基準年と比較年について得られる。後の２つの列では，外国の財・サー
ビスカテゴリー別価格データが得られる。財・サービスの価格は，品質マッチング済みであること
を仮定する。数量行列は，同様な列構成のもとに数量情報を提供する。
この価格行列と数量行列とを２列ずつ使って，通常の時系列的な価格指数を作ることもできるし，
両国間の購買力平価を計算することもできるが，４列全体から GK法や類似の方法のロジックにし
たがって時間，空間の両面を同時に考慮した平均価格を計算することを優先する。その平均価格を
「世界価格」と呼ぶことにしよう。世界価格をつかうことによって，時間的な価格指数と空間的な
購買力平価が推移性を満たしながら計測できる。
自国基準年をベースにしよう。さらに，自国基準年の内需＝世界価格表示の内需となるように，
世界価格を基準化することにしよう。そのうえで，次のような世界価格のベクトル π とある価格
指標のベクトル（ρ）が得られたとしよう。前者のベクトルの次元は，最終消費支出カテゴリーと
資本形成カテゴリーの数の合計だけある。ρ ベクトルの次元は，４である。
π′＝（πc′，π１′） （２６）
ρ′＝（１，pDA，pl，pl ＋） （２７）
ここで，ρ の第２要素 pDAは，自国（比較年対基準年）の DAデフレーター，第３要素 pl は，外
国基準年対自国基準年の PPP を為替レートで除したもの（「相対物価水準」と呼んでおく），第４
要素 pl ＋は，外国比較年対自国基準年の相対物価水準である。後二者から外国の DAデフレーター
pDA＊が，pDAと pl ＋から比較年における外国対自国の相対物価水準 pl #が得られる。
～ ～
X，Mについては，第（２６）式で得られた財・サービスカテゴリー別世界価格によって，X，M が
計算できることを仮定しておく。
ステューベルの線に沿った実質値勘定を（比較年について）構築する可能性を検討してみよう。
さしあたって，そのために，自国について，pDA，外国については，pl ＋＝pDA＊・pl を一律デフレー
ターとして用いるのが適切であるように見える。
pDA＝pl ＋＝pDA＊・pl （２８）
であれば，このデフレーターが（比較年）勘定行列全体の一律デフレーターとなるが，上式が成り
立つ可能性は限られている。実際，得られた測度の推移性から
pl ＋＝pDA＊・pl＝pDA・pl # （２９）
であるから，上記の条件が成り立つケースは，pl #＝１，すなわち比較年における“PPP”（国際金融
論の用語として，PPPと為替レートとの均等を示すそれ）が成立するときに限られることがわか
交易条件効果をめぐって
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表５：自国・外国についての対称的実質値勘定
～
C
～
I
～ ～
X－M
ΔC ΔI ΔX－ΔM
～GDP ΔGDP N
Y
S
～
C＊
～
I＊
ΔC＊ ΔI＊
～GDP＊ ΔGDP＊
Y＊
Z S＊
る。
そこで，何らかの妥協策が図られなければならない。本稿が提案する方法は，ステューベル法の
ストレートな拡張である。すなわち，下式によって，両国の DA デフレーターの加重調和平均であ
るような一律デフレーターを採用する方法である。
pA＝～ ～
DA＋DA＊
DA＋DA＊
＝～ ～
GDP＋GDP ＊
GDP＋GDP ＊
（３０）
ここで，ティルドつきの変数は，すでに述べたような基準化を行なった世界価格表示値である。こ
のデフレーターを一律デフレーターとして採用すれば，自国，外国について，対称性を確保しなが
ら，次のような対称的「実質国内総所得」測度を得ることができる。
GDP
pA ＝
～GDP＋TT KC＋PSE NX＋PSE DA
GDP ＊
pA ＝
～GDP ＊－TT KC－PSE NX－PSE DA
（３１）
ここで，PSE NXは，対外収支についての「価格構造効果」であり，PSE DAは，国内需要についての
それである。すなわち，
PSE NX＝X－MpDA －
X－M
pKC （３２）
PSE DA＝DApA －DA （３３）
によって，定義される。５）
バー付き変数をこの一律デフレーターによる実質値として理解し，ステューベル方式の対称的実
質値勘定を以下の行列で与えることができる。
５）もっとも，「ワン・ライン」で「非対称的実質国内総所得」を定義すること（GDP/pDA，GDP ＊/pDA＊・pl）は可
能である。
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以下では，ギアリーの線に沿った実質値勘定体系を構成することが可能かどうかを検討することに
しよう。そこで，倉林＝クルビス法その他の方法で構成されたニュメレール・デフレーターによっ
て TT を求め，C，I 等の商品フローには２通りの実質値を認めず（ΔC＝ΔI＝ΔC ＊＝ΔI ＊＝０），非
商品フローの実質値を，未知数を解く要領で決めてゆくことができるかどうかを検討してみること
にしよう。
実は，表３のオリジナルなギアリー体系に関して述べたような困難が存在する。表５の６つの非
商品フロー（Y，S，Y ＊，S ＊，Z，N）を決定できるだけの独立な方程式が存在しない。たとえば，
N をはずせば，あるいは，N のデフレーターをアドホックに導入すれば，残りの５つの実質値を
決定でき，さらに，所得，貯蓄等のデフレーターも問接的に決定することができるが，ステューベ
ル法のようなストレートな経済学的意味づけに欠ける。
もちろん，本稿で示した（対称的）実質値勘定の枠組みは，国内的な問題においても適用可能で
ある。たとえば，地域ごとに，あるいは，家計内訳部門ごとに，物価指数が異なるような場合が当
然考えられるだろう。
このように，国民勘定は，価格・数量指標作成のための概念的枠組みを提供していること，その
枠組みの中で，経時的な意味での通常の物価指数のほか，購買力平価あるいはそれと為替レートと
の比率である相対物価指数，交易条件効果（交易利得・交易損失）という３つひと組の加エデータ
が作成されることに注目すべきであること，本稿の中心的メッセージは，そのようなことである。
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総会における報告ペーパーとした。当時の講義の受講者および特別に講義に参加し，筆者との議論
に加わったいただいた人びと，とくに，野口旭氏（専修大学経済学部教授），宇南山卓氏（当時東
京大学大学院，現一橋大学経済研究所准教授），岡野裕介氏（当時専修大学大学院）に感謝する。
長い間，未刊行の学会報告ペーパーのままであった本稿について，一橋大学経済研究所の久保庭眞
彰教授を中心とするロシア経済研究グループと議論する機会が得られたことは，筆者にとってきわ
めて有益であった。久保庭教授のほか，とくに，上垣彰教授（西南学院大学）に感謝する。もちろ
ん，言うまでもないことであるが，本稿に関する全責任は筆者にある。なお，この「後記」を含め
て，本稿を『経済学論集』に収録する際に行なった作業は，平成２７年度専修大学研究助成・個別研
究「交易条件効果（交易利得・損先）の研究」の支援を受けて行なわれたと考えることができる。
また，現行国民経済計算については，内閣府経済社会総合研究所多田洋介氏（国民経済計算部企画
調査課課長）から若干の情報を提供していただくとともに，統計作成者の観点からのご示唆を受け
た。感謝する。
付図１：交易利得／交易損失の推移とその分析
出所：『２０１３年度国民経済計算年報』付表２４「実質国民可処分所得」その他諸表。
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付表２：最近の交易利得の動向（四半期原系列前年同期比）
２０１４年
４－６
２０１４年
７－９
２０１４年
１０－１２
２０１５年
１－３
２０１５年
４－６
実質 GDP成長率（１） ０．４ －１．４ －１．０ －０．８ －０．８
実質 GDI成長率（２） －０．９ －２．０ －１．１ －０．６ ２．２
交易利得の変化の見積もり（２）－（１） －１．３ －０．６ －０．１ ０．２ ３．０
付表１：最近の交易利得の動向（年次）
２０１１年度２０１２年度２０１３年度２０１４年度２０１２暦年２０１３暦年２０１４暦年
実質 GDP成長率（１） ０．４ １．０ ２．１ －０．９ １．７ １．６ －０．１
実質 GDI成長率（２） －０．８ ０．９ １．６ －０．９ １．５ １．３ －０．６
交易利得の変化の見積もり（２）－（１） －１．２ －０．１ －０．５ ０．０ －０．２ －０．３ －０．５
本文中では，わが国の国民勘定統計に交易条件効果が取り入れられた９３SNA移行直後の数字を
表４として掲げたが，付図１は，１９９４年以降，年報（確報）の数字が得られる２０１３年までの期間に
ついて，４つの関連系列を示したものである。
１）交易利得（マイナスの場合は，交易損失）実質 GDP比
２）実質輸出マイナス実質輸入 実質 GDP比
３）（名目輸出マイナス名目輸入）／倉林・クルビス法デフレーター 実質 GDP比
４）交易条件（輸出デフレーター／輸入デフレーター）の対数値
なお，現在の国民経済計算確報では，主要系列表１「国内総生産（支出側）」のうち，「実質（連鎖
方式）」および「実質（固定基準年方式）」双方に「交易利得」と「国内総所得」の数字が見られる。
付図１で用いたのは，固定基準年方式（基準年＝２００５年）の数字である。図から知られることは，
この期間において，ほぼ一貫して交易条件の悪化があり，それに対応して交易利得（交易条件効果）
の悪化がある。また，そのことが成長の足枷となったであろうということである。交易条件の悪化，
交易利得の悪化は，デフレ期の日本経済を特徴づけるメルクマールであったと言ってよいかもしれ
ない。
交易利得の，より最近の動向は，四半期別 GDP速報（QE）の「結果の概要」にある実質国内総
所得（＝実質国内総生産＋交易利得）の成長率と国内総生産の成長率とを比較することによってそ
のおおよその変化率を間接的に見積もることが出来るだろう。ただし，付図１とは異なり，速報で
は，連鎖方式の計数しか表章されていないことに注意する。本稿執筆時点で最新の速報（２０１５年
４－６月期２次速報２０１５年９月８日発表）によって，付表１と付表２を作成してみた。
これらの付表によって見ると，交易条件（交易利得）の継続的悪化にようやく歯止めがかかって
くるのは，２０１４年後半からの原油価格の低下によってであることが了解されよう。いわゆる「量的
質的緩和政策」は，交易条件の継続的下落に対処する政策というよりはむしろ，為替レートを意図
的に円安にすることにより，交易条件の悪化を推し進める政策であったといえるかもしれない。そ
交易条件効果をめぐって
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れによっておこる実質所得の低下は，ほぼ完全に消費者・労働者側によって負担されたのであろう。
もちろん，最後の点は，推測であり，今後の研究課題となる。
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